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メガチップスの気候変動課題に対する対応 
 

 
〔気候変動への対応〕 

気候変動は、⼈類の⽣活全体に影響を与えるのみならず、安全保障、地政学的環境、⾃然資源に
対する⼤きな脅威となり、社会全体で取り組むべき重要な課題であります。気候変動には⾃然の要
因と⼈為的な要因があり、その影響は⾃然災害や疫病、インフラ機能低下、⽔資源不⾜等多岐にわ
たるため、企業はより⼀層環境に配慮した事業活動を維持する必要があります。 

当社は気候変動問題を経営の重要課題のひとつとして認識し、これからも持続可能な社会の構築
に貢献するため「環境と経営の共⽣」の実現に向けた取り組みを進めてまいります。 

  
 
〔TCFD への取り組み〕 

TCFD は⾦融安定理事会（FSB）により設⽴された「気候関連財務情報開⽰タスクフォース(Task 
Force on Climate-related Financial Disclosures)」を指し、気候関連のリスク及び機会に関する下
記の項⽬について開⽰することを推奨しております。当社は TCFD の提⾔に基づき、気候関連のリ
スクと機会に関する「ガバナンス」「戦略」及び「リスク管理」を開⽰いたします。将来の気候変
動に関連する事象を、リスクと捉え対応すると同時に、新たな機会を⾒いだし、経営戦略に活かし
てまいります。 

 

 

１．ガバナンス 

当社は気候変動によってもたらされる財務影響の分析とその対応を、関係部⾨の代表者が参加する
チームを中⼼として部⾨間で連携して実施しており、コーポレート・ガバナンス体制において運⽤し
ております。コーポレート・ガバナンス体制については下記をご参照ください。 

https://www.megachips.co.jp/irinfo/management/governance/index.html 
関係部⾨においては、気候変動の影響についてリスクと機会の両⾯から分析を⾏い把握するととも

に、特定したリスクと機会への対応の検討を進め、TCFD 提⾔に基づく気候変動に関連する情報開⽰
の充実に努めてまいります。 
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２．戦略（シナリオ分析） 

当社では気候変動によるインパクトを踏まえ、世界平均気温の上昇を「2℃」に抑制する社会を⽬
指す上で、2030 年度における気温の「2℃上昇」及び「4℃上昇」の 2 つのシナリオを想定したリス
クと機会を洗い出し、事業への影響度の分析と対応策の検討を⾏いました。引き続き、シナリオ分析
の精度を⾼め、⽬標値の設定やその達成に向けた各取り組みの推進に役⽴ててまいります。 
 

 
 

 

３．リスクと機会 

(1) リスクの認識と対応 

気候変動に対応した低炭素経済への移行リスクと財務への影響 

当社は製品の設計・開発に特化し、⽣産を外部に委託するファブレスメーカーであり、⾃社で
製造設備を保有しておりません。そのため建物や設備などの⻑期資産への気候変動の影響は軽微
であります。 

また、当社は、低炭素経済に対応した製品開発のための研究開発など、事業環境の変化に柔軟
に対応するための資⾦需要にも⼗分対応できる強固な財務基盤を確⽴しております。 

 
当社の国内の事業所におけるエネルギー使⽤量については、次のとおりであります。 

国内事業所 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

電気使⽤量（kW/h) 1,534,428 1,301,397 1,175,139 1,011,365 947,034 

ガス使⽤量（㎥） 73,407 63,824 58,133 52,019 69,685 

CO2 排出量（t-CO2） 788 672 607 521 600 

なお、2022 年度は新型コロナウイルスへの対応による出勤制限緩和の影響により、CO2 排出
量が増加しております。引き続き、エネルギー使⽤量のデータを収集し管理するとともに、省エ
ネルギー・省資源に配慮した事業活動を⾏ってまいります。  

世界平均地上気温の推移 

出典：IPCC: Six graphs that explain how the clim ate is changing 
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低炭素経済への移⾏を想定した財務影響のあるリスク項⽬としては、次のものを想定しており
ます。 
・環境関連法規制の強化による⼈件費の上昇 
・低炭素経済に対応した顧客製品向けの LSI 製品の開発費の増加 
・消費者⾏動の変化による顧客製品の需要の減少 
・⽣産委託先におけるエネルギーコストの上昇、原材料費の増加 
・LSI 製品の輸送コストの上昇 

 
異常気象による物理的リスクと財務への影響  

異常気象による物理的リスクの財務影響のある項⽬としては、⽣産委託先における製造能⼒の
低下や、気温の上昇による空調管理のためのエネルギーコストの上昇を想定しております。 

 
財務影響のあるリスク項目についての対応 

上記に挙げたリスク項⽬についての当社の対応として、以下を検討・実施してまいります。 
・製造委託先と共同での GHG の排出量の把握と削減 
・従来の開発プロセスの⾒直しによる開発費の削減 
・低炭素経済に対応した低消費電⼒型 LSI 製品の開発 
・新たな事業分野のビジネス育成の強化 
・サプライチェーンのバックアップ体制の強化 
・製造委託先との連携強化による情報収集体制の強化及び BCP 体制の再構築 
・製造委託先企業の範囲拡充、複数拠点化の推進 

 

(2) 機会の認識と取り組み 

気候変動に関する機会 

気候変動の緩和や気候変動に対する取り組みが進んでいく中で、もたらされる機会については、
LSI 製品の需要増⼤による収益機会の確保、省エネ対応製品を通じた社会貢献及び認知度の向上、
柔軟な原材料調達による新たな製品開発への積極的投資などを想定しております。 

具体的には、製品の販売機会として、低消費電⼒の LSI 製品、顧客製品の省エネ化・⼩型化に
対応する LSI 製品の市場への供給量が増加し、製品開発⾯では、顧客ニーズに応える先進的な技
術開発や研究開発を推進する積極的な開発投資の必要性が⾼まります。また、原材料の調達条件
が緩和されると新しい素材を使った LSI 製品の開発や、既存製品の⽣産の安定化・効率化による
コストの減少が可能となります。 

 
機会に対する取り組み 

気候変動に関する機会をビジネスにつなげていくために、低炭素社会に対応した、低消費電⼒
LSI 製品や顧客製品の省エネ・⼩型化に貢献する LSI 製品を市場に供給し、顧客のニーズにあっ
た提案型営業を積極的に推進いたします。 
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また、先進的な製品開発への投資や、市場の拡⼤が⾒込まれる事業分野へ経営資源を集中的に
投下し、ビジネス拡⼤を図るとともに、国内外における企業・⼤学との連携や、⽶国を中⼼とし
た最先端の技術を持つスタートアップ企業との戦略的提携や事業投資を推進し、独⾃性のある事
業の創出を⽬指します。 

 
４．リスク管理 

当社は、気候変動によってもたらされるリスクとその影響についての分析、評価、重要なリスクへ
の対処を関係部⾨の代表者が参加するチームを中⼼として部⾨間で連携して検討し、取締役会に報告
する体制でリスクマネジメントを⾏っております。 

 


